
















































90年 91年 92年 93年 94年 95年 96年
世界全体 2．7 1．3 2．8 2．7 4．1 3．7 4．0
先進国 2．5 0．8 1．7 0．9 2．9 2．1 2．3
アメリカ 1．3 一1．0 2．7 2．3 3．5 2．0 2．4
EU 3．0 1．6 1．0 一〇．5 2．9 2．5 1．6
日本 5．1 4．0 1．1 0．1 0．6 1．4 3．6
アジアNIEs 7．3 8．0 5．8 6．3 7．6 7．4 6．3
発展途上国 4．0 4．3 6．5 6．5 6．8 6．0 6．5
アフリカ 2．0 1．8 0．7 0．9 2．9 2．9 5．0
アジア 5．7 6．7 9．4 9．3 9．6 8．9 8．2
中東・欧州 53 3．1 6．1 4．3 0．3 3．8 4．5


















北米・中南米 2．9 3．9 2．8
〔野カナ久メキシヨ
東アジア 4．4 2．5 3．3
［壁韓臥楓醐














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































国　　　　年 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003
ブルネ　イ 2．46 2．29 1．91 1．74 1．39 1．39 1．39 1．39
インドネシア 11．63 10．61 8．84 7．91 5．81 5．70 5．00 4．25
マレーシア 5．93 5．14 4．42 3．67 2．90 2．83 2．83 2．83
フィリッピン 9．17 8．33 7ユ6 6．53 5．42 4．90 4．89 3．73
シンガポール 0．00 0．00 0．00 0．00 0．00 0．00 0．00 0．00
タ　　　　イ 14．10 12．69 10．15 9．28 7．00 6．99 5．78 4．63





































































































































































































伸び率 伸び率 伸び率 伸び率 伸び率
1990年 234．8 11．4 62．4 3．9 25．9 一4，4 24．4 122 12．1 8．1
91 236．7 0．8 68．4 9．5 27．3 5．3 26．8 9．9 14．2 17．9
92 233．0 一1．6 70．2 2．7 26．2 一42 27．1 0．9 17．0 19．3
93 240．7 3．3 76．5 9．0 26．9 3．0 29．0 7．0 20．6 21．3
94 274．7 14．2 90．6 18．4 31．1 15．2 32．0 103 27．6 34．0
95 336．1 22．3 115．5 27．5 41．2 32．7 38．4 20．0 35．9 303
96 350．6 4．3 123．4 6．8 4LO 一〇．5 41．8 9．0 40．5 12．9








国・ 輸入 製　品 計 化学 製品 機械 機器 その他の製品 製品輸入
地域
年
総額 金　額 伸び率 金　額 伸び率 金　額 伸び率 金　額 伸び率 比　　率
1992 233，021 116，999 ▲2．8 17，355 ▲0．3 42，853 0．0 56，791 ▲5．5 50．2
世
1993 240，670 125，204 7．0 17，964 3．5 46，634 8．8 60，605 6．7 52．0
1994 274，742 151，736 21．2 20，216 12．5 59，591 27．8 71，929 18．7 55．2
1995 336，094 198，614 30．9 24，643 21．9 84，965 42．6 89，006 23．7 59．1
界 1996 350，654 208，452 5．0 23，410 ▲5．0 96，594 13．7 88，447 ▲0．6 59．4
1997上 172，231 101β60 ▲1．9
11782　　， 2．1 48，305 ▲1．3 41273 ▲3．7 58．8
1992 26，168 19，183 ▲5．0 1，224 ▲7．1 6，358 0．0 11，601 ▲7．3 73．3
ア
ジ
1993 26，947 20，007 4．3 1，308 6．8 7，494 17．9 11，205 ▲3．4 74．2
ア 1994 31，054 24，028 20．1 1，644 25．7 10，520 40．4 11β64 5．9 77．4
N
I
1995 41，219 33，108 37．8 1，980 20．5 17，641 67．7 13，487 13．7 80．3
E 1996 41，006 32，157 ▲2．9 1，935 ▲2．3 17，788 0．8 12435　　， ▲7．8 78．4
S
1997上 18，136 14，768 ▲11．7 1，032 10．7 7，984 ▲16．5 5，752 ▲7．7 81．4
1992 27，098 8，620 13．1 502 59 3，251 20．6 4，868 93 31．8
A 1993 29，002 10，684 23．9 508 1．2 3，951 21．6 6，225 27．9 36．8
S
E
1994 31，979 13，319 24．7 640 26．1 5，641 42．7 7，038 13．1 41．6
A 1995 38β79 18，267 37．2 777 21．3 8，808 56．2 8，682 23．4 47．6
N
4
1996 41，841 21，761 19．1 811 4．4 11，386 29．3 9，563 10．2 52．0
1997上 21，193 11，401 8．1 429 9．4 6，100 10ユ 4，872 5．6 53．8
1992 16，953 10β06 30．8 703 ▲5．4 1，112 35．0 8，991 34．3 63．7
中
1993 20，565 14，204 31．4 741 5．5 1，795 61．4 11，668 29．8 69ユ
1994 27，566 19，633 38．2 942 27．1 2β18 57．0 15，873 36．0 71．2
1995 35，922 27，753 41．4 1β24 40．6 5，158 83．0 21，271 34．0 77．3
国 1996 40，550 31，623 13．9 1，401 5．8 7，331 42．1 22β90 7．6 78．0































































































機 械 50．9 63．3 67．7
自　動　車 6．8 4．7 4．2
船　　　舶 1．8 0．7 0．8
事務用機器 0．9 3．2 4．0
半導体等電子部品 3．2 4．1 14．4
金属加工機械 L4 1．9 2．3
科学光学機器 1．8 2．4 3．3
金 属 20．0 10．9 9．3
非 金　属　鉱　物 1．8 1．7 1．9
化 学　　　品 10．1 9．5 9．2
繊 維　　　品 6．7 4．0 2．2
食 料　　　品 1．7 1．1 0．7
そ の　　　他 8．8 9．5 10．0
計 100．0 100．0 100．0
（出所）大蔵省、r通関統計』より作成。
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る。逆に、鉄鋼を中心とする金属、繊維品は比重が大幅に低下している。ところで増大した機
械類のなかでも変化がみられる。自動車、船舶が1990年代に入って比重を低下している。他方、
事務用機器、科学工業機器、金属加工機械が増加し、とくに、半導体電子部品が著増している。
集積回路・IC等の電子部品、　AV機器、さらに機械類の部品などの資本財が多く輸出されてい
る。これらはアジアへ移転した日本企業の生産基地にとって不可欠の商品なのである。
6　アジアの通貨危機と貿易構造
　1997年7月にタイではじまった通貨
危機は、韓国、マレーシア、インドネ
シアへと波及し、アジア各国の通貨が
大幅に下落した。いわゆるアジアの通
貨危機である。通貨危機を論ずること
は本稿のテーマではないが、通貨危機
がアジアの貿易構造をどう変えるか、
という視点にとって必要なかぎりでふ
れておこう。
　もともと通貨危機の原因はどこにあっ
たか。第一に、アジアは輸出主導型工
業化を進めるに当たって、資金を海外
からの直接投資にたよった。進出した
外国企業を中心として資本財、生産財
の輸入が急速に増加し、経常収支が赤
字になっていった。この赤字を短期資
金の流入によってファイナンスしてい
たのである。
　あたかも、東アジア各国内で進展し
っっあった金融自由化のもとで、金融
機関のあいだの通貨調達の競争が高まっ
ていた。金融機関は争って安価な外国
資金を調達した。それが過大な国内投
資ブームを引き起こした。海外からの
多量の短期資金の流入に応じて、ノン
バンクを含む金融機関が、不動産、株
第3図　日米のアジアむけ投資額（億ドル）
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（出所）直接投資残高は、経済協力開発機構（OECD）資料をもと
に開銀まとめ。日本は95年3月末、米国は94年末。融資残高は国際
決済銀行（BIS）調べで、96年末。日本経済新聞、1997年11月3日。
12 東海学園大学紀要　第3号
式などへの不良貸出しを拡大させていった。不動産バブルとなった。ブームの破綻とともに資
金の流出がおこり、通貨危機につながったのである。
　ところで、1996年にアジアに向かった資本の総額は、野村総合研究所の推計によると1，586
億ドルで、1990年の3．6倍に達した（13）。アジアNIEsむけの直接投資残高は日本が1995年末で
326，81億ドル、アメリカが312．87億ドルでほぼ等しい。一方、融資残高では日本が1，732．78億
ドルと巨額であるのに対してアメリカは269．29億ドルである。ASAN　4力国に対しては直接投
資、融資ともに日本がアメリカよりはるかに大きい額となっている。（第3図）
　第二は、為替レート制度の側面である。東アジア諸国は、それぞれの通貨を事実上米ドルに
連動させる為替レート政策（14）をとっていた。このことは、為替相場変動の影響を最小限に抑
え、外資の導入や輸出競争力の維持に役立った。とくに、1995年まで続いた円高・ドル安は、
ドルに対するペッグ制をとっていたアジア通貨にとって、円高・アジア通貨安をひきおこした。
それが輸出ドライブとして作用したのであった。
　ところが、国内のインフレ率の上昇があり、1994年の中国人民元の切り下げがあり、また19
95年からはドル高・円安の進行がおこった。そのために円も含めてその他通貨に対してアジア
通貨高となった。その結果、アジアの国際競争力が低下して輸出が伸びず、他方、それが輸入
消費財の割安化となり、国内消費の拡大をもたらした。これが、すでに述べたバブルの一面で
もあるが、同時に経常収支赤字をひきおこし、対ドル・レートの維持が困難になるとみられた
ことが通貨危機に結びついたのである。
　ところで1997年7月以降のアジア通貨切り下げはどのような意味をもつものであったか。そ
れは、それまでのドル・ペッグによって次第にその他の通貨に対して過大評価となってきてい
　　第4図　アジア通貨の対ドル変化率（％）
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（出所）大野健一「アジア危機対策、介入核に」、日本経済新聞、
　　1998年2月13日号。
（註）変化率は、1997年6月末と比較した1998年2月10日時点の水
　　準を示す。
たアジア通貨を、実勢水準にまで調整す
る作用を果たすこととなった。アジア通
貨は、ドルに対して大幅に切り下げられ
た。1997年6月末と比較した1998年2月
10日のアジア諸国の対ドルレートの変化
率を示したのが第4図である。インドネ
シアは80％近い下落率で最大である。つ
ついて、タイ、マレーシア、韓国、フィ
リッピン、マレーシア、台湾の下落率が
大きくなっている。
　いうまでもなく通貨の切り下げは、輸
出価格を引き下げることによって輸出を
伸ばす作用を果たす。したがって、アジ
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ア通貨の切り下げはアジアの製造工業にとって、再び輸出主導の工業化にはずみをつけるはず
である。しかし、他方で通貨の切下げは輸入品の価格上昇をひきおこす。アジアの工業化は資
本財や部品を輸入にたよっているためにコストの上昇を伴うこととなる。さらに、バブルが崩
壊し国内需要が低下した。製造工業には、稼働率の低下がおこっている。したがって、通貨切
り下げによる輸出主導の経済回復にはかなりのタイム・ラグがあるであろう。
　アジアの域内貿易からみれば、域内諸国の通貨切り下げ率のちがいがあるために、切り下げ
率の低い域内国への輸出が伸びることとなる。域内貿易構造の変化がおこる可能性がでてきた。
では、通貨危機はアジアの貿易構造をどのように変えるだろうか。
　そもそも、アジアでは、部品製造から組み立てまでの全行程の生産体制を国ごとにつくりあ
げてゆくことはできない。というのは、それぞれの市場規模がかぎられているからである。産
業の高度化を域内ですすめてゆく過程で、すでに見たように実ごとの産業発展の重層性がでて
くる。そこに域内分業の発展がみられる。通貨下落が域内分業の構造変化をひきおこしっっ、
域内分業の高度化が進んでゆくものとみることができる。
註（1）渡辺利夫「東アジアの中に溶けゆく日本」『アスティオン」第42号、1996年秋季号。World　Bank，
　　　7舵Eαsε、4s‘απMどrαoZθ，　Oxford　Univ．　press，1993，白鳥正喜監訳「東アジアの奇跡」東洋経
　　　済新報社、1994年。
　（2）アジアの経済危機をめぐって、その要因をなにに起因するとみるか、また、その修復にはどのく
　　　らいの期間を必要とするか、についてさまざまな論議が展開されている。
　　　　渡辺利夫氏は、「今回の揺らぎは短期的なもので、構造的な統御不能の要因によって起こったも
　　　のでないと考えている。調整に要する期間も長くて3年であろうか。」、と述べている。（渡辺利夫
　　　「アジア金融危機、痛みとともに学ぶべきこと」「論座」1998年2月号、156ページ）。また、「アジア
　　　はほどなくして修復期を終え、いまひとたびの高度成長過程に入るものと私は信じている。」と述べ
　　　て楽観論を展開している。（渡辺利夫「アジア成長神話は終わっていない」『中央公論』1998年1月
　　　号、134ページ）。
　　　他方で、悲観論も多い。R・ドーンブッシュ氏は、「経済危機にあるアジアは修復までに5年はか
　　　かる。」、として悲観論を展開している。（R・ドーンブッシュ「日本とアジアはすでに金融危機に入っ
　　　たのか」『エコノミスト」1998年2月3日号）。
　　　　中間的な見解をとるのは、B・コッペル氏である。それは、今回の混乱を裕福なアジアと貧困な
　　　アジアの2っのグループに区別して検討している。経済の混乱が問題になっているのは、裕福で、
　　　強いアジアであり、経済構造改革の手をつけやすい部分である。これらの諸国の混乱は「奇跡の成
　　長」の終わりを意味するわけではない、というのである。（B・コッペル「第2局面に突入したアジ
　　　ァ経済」『論座』1998年3月号。Bruce　Koppel，　Fixing　the　Other　Asia，　For♂gπ．4∬αεr8，　Jan－
　　Feb．1998．）。
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　　ところで、ポール・クルーグマンは、アジア諸国、とくにアジアNIEs諸国の経済成長パターン
　を分析して、これら諸国の高成長は、早晩、停滞するだろうと予測した。P・クルーグマンは、資
　本と労働という資源の大量動員によってもたらされる高度成長は持続しないと論じて、当時すでに
　通説となっていた東アジアの持続的な高成長論を否定したのである。（Paul　Krugman，TheMyth
　of　Asia’s　Miracle，　Foθεgπ、4∬αかs，　VoL　73，　No．6，　Nov．／Dec．1974。「まぼろしのアジア経
　済論」『中央公論』1995年1月号）。
（3）The　International　Bank　for　Reconstuction　and　Development，　The　World　Bank，　Wor厄
　Dθひθごopη乞θ撹Rθpoπ，1989．
（4）Asian　Pacific　Economic　Cooperation，　Rερorご，　dec．1997，
（5）徐照彦『東洋資本主義」、講談社、1990年。
（6）渡辺利夫「アジアの成長神話は終わっていない」『中央公論』、1998年1月号、144ページ。
（7）Jim　Rohwer，．48どαπRls魏g，　Simon＆Schuster，　Rockfeller　Center，1995，　p．102，
（8）Yoshihiko　Hirata，　Characteristics　of　the　East　Asian　Economic　Integration，　Is　the　East
　Asian　Trade　Bloc　Emerging？，　Richard　Hooley　ed，　Rθseαroん加．48どαπEcoπo而。8頗読es，
　ゑsごα一Pαc填oEcoπo而。σoopθrαごεoη：Theory　and　Practice，　Volume　7．1996（PART　A），
　JAI　PRESS．　INC，　P．87．同様な見解は次の著作にもみられる。　David　Robertson，　Eαsε、4s‘απ
　ごrαdθ（雛θr‘んθσrgμαッRo醜d，　Cambridge　University　Press，1997，　p．14．
（9）　ibid．p．113．
（10）河合和男「東アジア域内貿易の増大と新国際分業」、小川雄平『貿易論を学ぶ人のために」世界
　思想社、1997年、124ページ。
（11）通商産業三編『通商白書』1997年版、83ページ。
（12）同上、88ページ。田中武憲「ASEAN産業補完政策の展開と地域経済統合一自動車産業を中心と
　して一」「経済学論叢（同志社大学）』第49巻第3号、1997年11月。101－118ページ。
（13）「日本経済新聞』1997年11月3日号。
（14）タイの場合、為替レート制度は通貨バスケット制であった。しかし、バスケットのなかの米ドル
　の比電が80－90％と高かったために、事実上の米ドル・ペッグ制であった。
（15）河合正弘「東アジア諸国通貨動揺の構造」『世界」1997年12月号、130－141ページ。河合正弘
　「東アジアの通貨・金融危機と日本」『世界」1998年3月号、81－88ページ。関志雄「今こそアジア
　為替制度の見直しを」「世界』1998年4月号、154－162ページ。
